
船橋市一時生活支援事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）第３条第６項

に規定する生活困窮者一時生活支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し、生活

困窮者自立支援法施行令（平成２７年政令第４０号）及び生活困窮者自立支援法施行規

則（平成２７年厚生労働省第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、市とする。ただし、次に掲げる者で事業を適切、公正、中立

かつ効率的に実施することができるものに、事業の全部又は一部を委託して実施するこ

とができる。 

 ⑴ 社会福祉法人 

 ⑵ 公益社団法人 

 ⑶ 公益財団法人 

 ⑷ ＮＰＯ法人 

 ⑸ その他市長が適当と認めた者 

（事業の対象者）  

第３条 事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当

する者とする。ただし、船橋市暴力団排除条例（平成２４年船橋市条例第１８号）第２

条第１号に規定する暴力団及び同条第３号に規定する暴力団員等並びに同条例第７条に

規定する暴力団密接関係者は、事業の対象者としない。 

⑴ 規則第６条に規定する者 

⑵ 相談時点で市内に生活の拠点があった者  

⑶ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条に規定する保護の種類のうち、

医療扶助を除く扶助を受給していない者 

⑷ 入院による治療の必要がない者  

⑸ 他の入所者に感染するおそれのある感染症等の疾病に罹患していない者 

（事業内容）  

第４条 事業の内容は、宿泊場所の供与、食事の提供その他日常生活を営むのに必要とな

る物資の貸与又は提供を行うものとする。 



（事業の利用期間）  

第５条 事業の利用期間は原則として３月以内とする。ただし、本人に対するアセスメン

トの状況を踏まえ、市が必要と認めるときは、６月を超えない範囲内で市が定める期間

とすることができる。 

（利用申請） 

第６条 事業を利用しようとする者は、船橋市一時生活支援事業利用申請書（第１号様式）

により市長に申請しなければならない。 

（利用の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査して利用の可否を決定し、

船橋市一時生活支援事業に係る支援提供（変更）通知書（第２号様式）により申請者に

通知するものとする。 

（利用の中止） 

第８条 市長は、事業の利用の決定をした者（以下「利用者」という。）が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、事業の利用を中止することができる。 

 ⑴ 対象者とすべき理由がないことが明らかになった場合 

 ⑵ 宿泊施設の定める規則等を遵守しない場合 

 ⑶ 自立相談支援機関等の行う相談支援を受け入れない場合 

 ⑷ 利用者の所在が不明となった場合 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が事業の利用を中止する必要があると認めた場合 

２ 前項の規定により事業の利用の中止を決定したとき（前項第４号に該当する場合を除

く。）は、市長は、利用者に船橋市一時生活支援事業利用中止通知書（第３号様式）に

より通知するものとする。 

 （利用期間の延長の申請等） 

第９条 利用者は、第５条ただし書の規定による利用期間の延長をする場合は、船橋市一

時生活支援事業利用変更申請書（第４号様式）により市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請に基づき利用期間の延長を決定したときは、船橋市一

時生活支援事業に係る支援提供（変更）通知書（第２号様式）により、利用者に通知す

るものとする。 

（利用の終了） 

第１０条 第５条の規定にかかわらず、利用者が安定した住居等を確保したときは、事業



の利用を終了させるものとする。 

（個人情報の保護） 

第１１条 事業に従事する者は、事業により知り得た個人情報等を漏らしてはならない。

また、事業終了後及びその職を退いた後も同様とする。  

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月１６日から施行する。 

 

 



第１号様式 

 

船橋市一時生活支援事業利用申請書 

 

 

上記の申し立て事項に相違なく、一時生活支援事業の利用を申請します。 

 

船橋市長 あて                        

   年   月   日 

                          

申請者氏名              

 

 

 

 

 

ふりがな  
性 

別 

□ 男 □女  

□ その他 氏  名  

電話番号  

生年月日        年    月    日（    歳） 

緊急連絡先 

氏名              （続柄       ） 

住所                   

電話番号 

現在の生活の状況 

住居喪失時期  

喪失前の住所  

喪失後の状況  

現在の居所  

同伴者の有無 

有

・

無 

続柄 氏 名 生年月日 備考 

    

    



第２号様式 

第     号 

     年  月  日 

 

 様 

 

船橋市長         

 

船橋市一時生活支援事業に係る支援提供（変更）通知書 

 

生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）に基づく一時生活支援事業の実施

について、次のとおり決定しましたので、通知します。 

 

 

１ 支援期間   年  月  日～  月  日（  日間） 

２ 支援場所等 

 

 

（所在地：                    ） 

３ 特記事項等 

（１）利用者が、次のアからオまでに該当する場合は、事業の利

用を中止することがあります。 

ア 対象者とすべき理由がないことが明らかになった場合 

イ 宿泊施設の定める規則等を遵守しない場合 

ウ 自立相談支援機関等の行う相談支援を受け入れない場合 

エ 利用者の所在が不明となった場合 

オ 前各号に掲げるもののほか、市長が事業の利用を中止する

必要があると認めた場合 

（２）利用者が安定した住居等を確保した場合は、その日をもっ

て支援を終了します。 



第３号様式 

第     号 

     年  月  日 

 

 様 

 

船橋市長         

 

船橋市一時生活支援事業利用中止通知書 

 

    年  月  日付けで支援提供を決定した一時生活支援事業の実施について、次

のとおり事業の利用を中止しますので通知します。 

 

 

１ 利用中止日    年  月  日 

２ 利用中止の理由  



第４号様式 

 

年  月  日 

船橋市長 あて 

 

申請者 氏名    

 

船橋市一時生活支援事業利用変更申請書 

 

    年  月  日付け  第   号により利用の決定を受けた事業の変更につい

て、承認を受けたいので、船橋市一時生活支援事業実施要綱第９条の規定により、次のと

おり申請します。 

 

１ 変更の内容 

 

２ 変更の理由 


